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充電設備普及促進事業（居住者用）助成金交付要綱 

 

（制定）令和５年６月 28 日付５都環公地温第 1299 号理事長決定 

（改正）令和６年６月 20 日付６都環公地温第 1687 号 

（改正）令和６年 10 月 23 日付６都環公地温第 3870 号 

（改正）令和７年６月 26 日付７都環公地温第 2384 号 

（改正）令和８年６月 15 日付８都環公地温第 2123 号 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、充電設備普及促進事業（集合・区市町村向け）実施要綱（令和５

年３月 31 日付４環気家第 318 号。以下「実施要綱」という。）第５ ３に基づき、

公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）が東京都（以下「都」とい

う。）の補助を受け事務を執行する充電設備普及促進事業（集合・区市町村向け）

（以下「本事業」という。）における助成金（以下「本助成金」という。）の交付に

関する必要な手続等を定め、業務の適正かつ確実な執行を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、実施要綱及び次に定めるものとする。    

 一 国補助金 経済産業省が実施するクリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた

充電・充てん設備等導入促進補助金等をいう。 

 

（助成対象者） 

第３条 本助成金の交付対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、実施要綱第

４ １（１）に掲げる者であって、税金の滞納がないもの、刑事上の処分を受けてい

ないものその他の公的資金の交付先として社会通念上適切であると認められるものと

する。 

２ 助成対象者が次条に規定する設備に係るリース契約の貸主（以下「リース事業者」

という。）の場合にあっては、当該リース契約の借主（以下「リース使用者」とい

う。）も同様に、前項の規定を満たす必要がある。なお、やむを得ないと公社が認め

る場合を除き、当該リース契約期間中において、リース使用者の地位を他者に変更す

ることは認めない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、経済産業省及び都から補助金交付等停止措置又は指名

停止措置が講じられている者並びに次に掲げるものは助成対象者としない。 

一 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成 23 年東京都条例第 54 号。以下「暴排条

例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

二 暴力団員等（暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定す

る暴力団関係者をいう。以下同じ。） 
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三 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴

力団等に該当する者があるもの 

 

（助成対象設備） 

第４条 本助成金の交付対象となる設備（以下「助成対象設備」という。）は、実施要

綱第４ １（２）ア及びウの要件を満たすものとする。なお、別に定める助成金は除

き、都の他の同種の助成金の交付を受けているものを除く。 

２ 助成対象設備を設置する土地及び付随する施設（以下「設置場所という。」は、別

表第１に掲げる要件を満たすものとする。 

 

（助成対象経費） 

第５条 本助成金の交付対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、実施要

綱第４ １（３）ア及びウに定める経費であって、公社が必要かつ適切と認めたもの

とする。 

２ 助成対象経費の中に助成対象者の自社製品の調達分又は助成対象者に関係する者か

らの調達分を含む場合（他の会社を経由した場合、いわゆる下請事業者の場合も含

む。）は、本助成金交付の目的に鑑み、利益等排除を行った経費を助成対象経費とす

るものとする。 

３ 助成対象設備を販売・設置する者及びその下請事業者等（以下「施工業者等」とい

う。）からの還付等に伴い、助成対象者が実質的に負担していないとみなされる経費

は助成対象としない。 

 

（本助成金の額） 

第６条 本助成金の交付額は、実施要綱第４ １（４）ア及びウに定める金額とする。

この場合において、本助成金の交付額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り

捨てるものとする。 

 

（本助成金の交付申請） 

第７条 助成対象設備の導入に係る事業（以下「助成対象事業」という。）について本

助成金の交付を受けようとする助成対象者は、公社が別に定める期間（天災地変等助

成対象者の責に帰することのできない理由として公社が認めるものがある場合にあ

っては、公社が認める期間。以下、「申請期間」という。）に、下表の分類に基づき

申請を行うものとする。 

助成対象者の分類 提出様式 申請時期等 

１ 事前申請（次の２、３

以外の助成対象者） 

助成金交付申請書（第１号様式） 

誓約書（第２号様式） 

事業実施計画書（第３号様式） 

別表第２に掲げる書類 

申請期間内。ただ

し、第８条第１項

の交付決定前に、

発注・契約を行っ
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ていないもので

あること 

２ 事後申請（国補助金の

交付を受ける助成対象

者） 

助成金交付申請書（第１号様式） 

誓約書（第２号様式） 

事業実施計画書（第３号様式） 

別表第３に掲げる書類 

国補助金の交付

額が確定し、その

旨の通知を受け

た後の申請期間

内 

３ 事後申請（国補助金の

交付を受けない助成対

象者） 

助成金交付申請書（第１号様式）、

誓約書（第２号様式）、事業実施計

画書（第３号様式）、別表第３に掲

げる書類のうち、国補助金に関す

る書類を除いたもの 

第９条第九号の

規定に基づく申

請期間内 

 

 

２ 前項の規定による申請は、先着順に受理するものとし、受理した申請に係る本助成

金の交付額の合計が公社の予算の範囲を超えた日（以下「予算超過日」という。）を

もって、申請の受理を停止する。 

３ 前項の規定にかかわらず、予算超過日に複数の申請があった場合は、当該複数の申

請について抽選を行い、受理した申請に係る本助成金の交付額の合計が公社の基金を

超えない範囲で受理するものを決定する。 

４ 第１項の規定による申請を行う助成対象者（以下「交付申請者」という。）は、設

置場所に係る使用権限を有しており、設置する助成対象設備について第 26 条第１項

第一号に規定する期間を満了するまでの間、第９条第一号の規定に基づき適切に管理、

運用を図れるものでなければならない。 

５ 同一の設置場所に係る申請は、公社が別に定める場合を除き、一申請期間内につき

一申請までとする。ただし、交付申請者が異なる場合にあっては、この限りではない。 

６ 実施要綱第４ １（３）ア（ア）に係る経費の申請を必須とし、その他の経費を単

独で申請することはできない。ただし、実施要綱第４ １（３）ウの経費を申請する

場合にあっては、この限りではない。なお、事後申請（国補助金の交付を受けない助

成対象者の場合を除く。）の場合において、国補助金に申請を行っていない経費（国

補助金の助成対象経費に限る）については申請を認めない。 

７ 事後申請の場合においては、助成対象事業が完了した日（工事完了日又は経費支払

完了日のいずれか遅い日をいう。）の翌日から起算して１年以内に交付申請を行わな

ければならない。この場合において、当該申請を公社が受理した日の属する年度と国

補助金の交付決定を受けた年度が異なる場合は、国補助金の交付決定を受けた年度を

もって受理したものとして取扱う。 

８ 助成対象者は、第１項の規定による交付申請に係る手続の代行を、施工業者等、行

政書士（行政書士法人を含む。）、又はコンサルタント事業者等に対して依頼するこ

とができる。 
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９ 前項の規定による依頼を受け交付申請に係る手続を代行する者（以下「手続代行者」

という。）は、依頼された手続について、行政書士法（昭和 26 年法律第４号）及び建

設業法（昭和 24 年法律第 100 号）等の関連する法令等を遵守の上、誠意をもって実施

し、事業の円滑な推進のため、本交付要綱及びその他公社が定める交付申請等に係る

全ての要件を理解し、交付申請者にその内容を誤りのないよう説明するとともに、当

該交付申請者及び公社との連携を図らなければならない。なお、行政書士の資格を有

していない場合にあっては、行政書士法第１条の３及び第 19 条に基づき、いかなる名

目によるかを問わず当該代行に係る報酬を得てはならない。 

10 手続代行者は、本交付要綱及びその他公社が定める手続を理解の上遅滞なく行うと

ともに、公社からの内容確認等に対し、指定される期限までに回答しなければならな

い。 

また、第 31 条で規定する公社が指定する電子情報処理組織を使用する方法により

手続を行う際には、申請や手続に関する同意事項及び注意事項について、交付申請者

に対して適切に説明し、内容について確認を得た上で実施しなければならない。 

11 公社は、必要に応じて、手続代行者が行う手続について調査を実施し、手続代行者

がこの要綱の規定に従って手続を遂行していないと認めるときは、当該手続代行者に

対し、代行の停止を求めることができるものとする。 

12 手続代行者は、前項の調査に協力しなければならない。 

13 第１項の規定による交付申請において、助成対象経費の中に第５条第２項に規定す

る経費が含まれている場合、公社が指定する方法により申告を行わなければならない。 

14 交付申請者は、次条第２項の規定による助成金の交付又は不交付の決定の通知を受

ける前においては、公社に対して任意の方法により申告を行い、助成金の交付申請を

取下げることができる。 

15 公社が受理した申請書類に不備がある場合、公社が交付申請者又は手続代行者に修

正を求めた日の翌日から起算して３ヶ月以内に交付申請者又は手続代行者が当該不備

の修正を行わないときは、その申請を取下げたものとみなす。 

 

（本助成金の交付決定） 

第８条 公社は、前条第１項の規定により事前申請を受けた場合は、当該申請の内容に

ついての書類審査及び必要に応じて行う現地調査等により、公社の基金の範囲内で本

助成金の交付又は不交付の決定を行う。なお、第 21 条第１項第一号、第三号又は第

五号のいずれかに該当することが確認できた場合は、本助成金を不交付とすることが

できる。また、前条第１項の規定により事後申請を受けた場合は、同様に本助成金の

交付又は不交付の決定を行い、交付する場合にあっては交付すべき本助成金の交付額

の確定を行う。 

２ 公社は、前項の決定において、本助成金を交付する場合又は不交付とする場合は、

下表の様式により交付申請者に対し通知する。 
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交付申請者の分類 助成金を交付する場合 助成金を不交付とする場

合 

１ 事前申請（次の２及び

３以外の交付申請者） 

助成金交付決定通知書（第

４-１号様式） 

助成金不交付決定通知書

（第５号様式） 

２ 事後申請（国補助金の

交付を受ける交付申請

者） 

３ 事後申請（国補助金の

交付を受けない助成対

象者） 

助成金交付決定及び額確

定通知書（第４-２号様式） 

助成金不交付決定通知書

（第５号様式） 

 

３ 前項の場合において、公社は、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、

前条第１項の規定による交付申請に係る事項につき修正を加えて通知を行うものと

する。 

４ 公社は、第２項の規定による通知に際して、次条に掲げるものとは別に必要な条件

を付すことができる。 

 

（交付の条件） 

第９条 公社は、前条第１項の規定による本助成金の交付決定に当たっては、本事業の

目的を達成するため、同条第２項の規定により本助成金の交付決定を受ける交付申請

者（以下「被交付者」という。）に対し、次に掲げる条件を付すものとする。 

一 本要綱並びに本助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な

る管理者の注意をもって助成事業（前条第２項の規定により本助成金の交付決定の

通知を受けた助成対象事業をいう。以下同じ。）により取得し、又は効用の増加し

た財産（以下「取得財産等」という。）を管理するとともに、本助成金の交付の目

的に従って、その効率的な運用を図ること。 

二 公社が第 21 条第１項の規定により本助成金の交付決定の全部又は一部を取り消

した場合は、これに従うこと。 

三 公社が第 22 条第１項の規定により本助成金の交付決定の全部又は一部の返還を

請求した場合は、公社が指定する期日までに返還するとともに、第 23 条第１項の規

定に基づき違約加算金を併せて納付すること。この場合において、当該期日までに

返還しなかったときは、第 24 条第１項の規定に基づき延滞金を納付すること。 

四 公社が助成事業の適正な執行に必要な範囲において報告を求め、又は現地調査等

を行おうとするときは遅滞なくこれに応じること。 

五 被交付者は、事業関係者（手続代行者、助成対象設備設置場所の所有者、施工業

者等の助成事業に直接係る者をいう。以下同じ。）に対し、公社が本事業の適切な

遂行を確保するために行う調査等（本事業に関し報告を求め、当該被交付者又は当

該事業関係者の事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を調査し、又は関係者
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〔当該被交付者又は当該事業関係者の役職員等をいう。以下同じ。〕に質問するこ

とをいう。以下同じ。）を行う場合において協力することの同意を得ること。 

六 被交付者は、都又は公社から、助成事業の効果等に関する分析・検証を行うため

に必要な情報の報告やその他の協力の要請があった場合はこれに応じなければなら

ない。 

七 都又は公社が本事業の実施状況等に関する情報（助成事業名、被交付者名、助成

対象設備の種別及び基数並びに設置場所等）を公表しようとする場合は、これに同

意すること。 

八 被交付者がリース事業者である場合、リース料金の設定に当たっては、本助成金

の交付額に相当する金額を減額すること。 

九 被交付者は、第７条第１項の規定による事前申請を行った場合において、助成事

業に係る施工業者等への発注及び当該施工業者等との工事請負契約等に基づく施工

は、前条第２項による通知の日（以下「交付決定日」という。）以降に行うこと。

ただし、令和８年４月１日から令和８年７月 31 日までの間に当該発注又は当該施

工を行い発生した経費であり、公社が必要かつ適切と認めた経費については助成対

象とすることができる。この場合において、当該発注又は当該施工を行った日、事

業完了日及び第７条第 1項の規定による申請を行う日はすべて同一年度内である必

要がある。申請を行う日及び助成対象経費以外の規定の取扱いは、原則として同条

第１項の規定による事後申請に準ずるものとする。  

十 第７条第１項の規定による事前申請を行った助成事業については、原則として交

付決定日の翌日から起算して１年以内（実施要綱第４ １（３）ア（カ）に定める

経費について交付決定を受けている場合にあっては、交付決定日の翌日から起算し

て２年以内）又は公社が指定する期限のいずれか早い日までに完了させること。た

だし、天災地変等被交付者の責に帰することのできない理由があると公社が認める

場合においては、別途公社が期限を定めるものとする。 

十一 実施要綱第４ １（３）ウに定める経費に係る工事を行う場合にあっては、助

成事業が完了した日（工事完了日又は経費支払完了日のいずれか遅い日をいう。）

の翌日から起算して５年以内に、当該要綱第４ １（２）ウに定める要件を満たす

充電設備の設置工事を行い、第 20 条第１項に定める報告を行うこと。 

十二 助成事業に係る経費の支払いは、やむを得ないと公社が認める場合を除き、被

交付者自身が行うこと。この場合において、支払方法は原則として金融機関振込と

し、当該助成事業に関係しない他の経費と合わせて振込を行わないこと。 

十三 被交付者は、助成事業の実施に当たり、本交付要綱その他法令の規定及び公社

の指示を遵守すること。 

 

（申請の撤回） 

第 10 条 被交付者は、第８条第１項による本補助金の交付決定の内容又はこれに付し

た条件に異議があるときは、同条第２項の本助成金の交付決定の通知を受領した日の

翌日から起算して７日以内に助成金交付申請撤回届出書（第６号様式）を公社に提出
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し、申請の撤回をすることができる。 

２ 公社は、前項の助成金交付申請撤回届出書の提出があったときは、都に報告するも

のとする。 

３ 公社は、第１項の規定による届出があった場合は、第８条第１項による交付決定は

なかったものとみなすことができる。 

４ 被交付者は、第１項の規定による撤回の手続きが完了した後、申請期間内であれば

内容を変更し、再度交付申請ができるものとする。 

 

（助成事業の承継） 

第 11 条 被交付者の地位の承継（相続並びに法人の合併、分割に限る。）が行われた場

合において、被交付者の地位を承継した者（以下「承継者」という。）が当該助成事

業を継続して実施しようとするときは、承継者は助成事業承継承認申請書（第７号様

式）を公社に提出しなければならない。 

２ 公社は、前項の規定による申請を受けた場合は、承継者が当該助成事業を継続して

実施することの承認又は不承認を行い、助成事業承継（承認・不承認）通知書（第８

号様式）により、承継者へ通知する。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第 12 条 公社は、本助成金の交付の決定後、天災地変その他本助成金の交付の決定後

生じた事情の変更により助成事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合に

おいては、本助成金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容

若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

２ 公社は、前項の取消し又は変更に当たっては、あらかじめ都の承認を受けるものと

する。 

 

（助成事業の計画変更に伴う申請） 

第 13 条 被交付者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ助成事業計

画変更申請書（第９号様式）を提出しなければならない。 

 一 助成事業の内容を変更（事業の目的・効果に影響を与えない事業計画の細部の変

更である場合を除く。）しようとするとき。 

 二 助成対象経費の内訳を変更（事業の目的・効果に影響を与えない事業計画の細部

の変更である場合を除く。）しようとするとき。 

２ 公社は、前項の申請を受け、その内容が妥当であると認めたときは、変更を承認す

るものとする。 

３ 公社は、前項の承認をしたときは、その旨を当該被交付者に通知するものとする。

なお、被交付者が助成対象経費を第８条第１項の規定による交付決定金額よりも減額

した額に変更した場合は、その変更後の額を交付決定額とする。 

４ 公社は、第２項の承認に当たり、必要に応じ条件を付することができる。 
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（事業者情報の変更に伴う届出） 

第 14 条 被交付者は、個人にあっては氏名、住所等を、法人にあっては名称、代表者

の氏名、主たる事務所の所在地等を変更した場合は、速やかに事業者情報の変更届出

書（第 10 号様式）を公社に提出しなければならない。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第 15 条 被交付者は、第８条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全

部又は一部について、第三者に対して譲渡をし、又は承継（第 11 条第１項に規定す

る承継を除く。）をさせてはならない。ただし、公社の承認を事前に得た場合はこの

限りではない。 

２ 公社は、前項ただし書の承認に当たっては、あらかじめ都の承認を受けるものとす

る。 

 

（助成事業の廃止） 

第 16 条 被交付者は、助成事業を廃止しようとするときは、速やかに助成事業廃止届

出書（第 11 号様式）を公社に提出しなければならない。 

２ 公社は、被交付者が前項の規定により助成事業を廃止した場合は、当該助成事業

と同一の内容（軽微な範囲での計画変更を行った場合を含む。）による再申請は認

めないものとする。ただし、廃止の理由が、天災地変等被交付者の責に帰すること

のできないものとして公社が認める場合にあっては、その限りではない。 

 

（実績の報告） 

第 17 条 被交付者は、事前申請の場合においては、第 9条第十号に規定する期限まで

に実績報告書（第 12 号様式）及び別表第４に掲げる書類を公社に提出しなければな

らない。 

２ 前項の規定に基づく書類の提出後にあっては、公社が指示した又は認めた場合を除

き、当該書類の修正及び差替えは認めない。この場合において、当該書類に瑕疵があ

る場合、公社は助成事業が適正に行われていないものとみなし、次条の規定による交

付すべき本助成金の額の減額を行い又は第 21 条第１項第五号に該当するものとして

取扱う。 

３ 前項の規定により公社が指示した又は認めた場合にあっては、被交付者又は手続代

行者に修正を求めた日の翌日から起算して１ヶ月以内又は公社が指定した期限以内に

被交付者又は手続代行者が当該修正を行わないときは、公社は交付決定を取り消すこ

とができる。 

 

（助成金の額の確定） 

第 18 条 公社は、前条の規定による提出を受けた場合には、その内容についての書類審

査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該助成事業の内容が第８条第１項の交

付決定の内容及びこれに付した条件等に適合すると認めたときは、交付すべき本助成
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金の額を確定し、その旨を当該被交付者に対し、助成金確定通知書（第 13 号様式）に

より通知する。 

 

（助成金の交付） 

第 19 条 公社は、第８条第１項又は前条の規定に基づき、本助成金の交付額を確定した

場合は、被交付者に対して当該助成金を支払うものとする。 

 

（充電設備の設置報告） 

第 20 条 被交付者は、第９条第十一号に規定する設置工事が完了した場合は、速やか

に充電設備設置完了報告書（第 14 号様式）及び別表第５に掲げる書類を公社に提出

しなければならない。 

 

（交付決定の取消し） 

第 21 条 公社は、被交付者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第８条第１項の規

定に基づく本助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。事業関係者

においても、いずれかが該当する場合は、同等とする。 

 一 虚偽申請及び不正な手段による申請等不正事由が発覚したとき。 

 二 交付決定の内容又は目的に反して本助成金を使用したとき。 

 三 本事業に係る公社の指示に従わなかったとき。 

 四 交付決定を受けた者（法人にあっては代表者、役員又は使用人その他従業員若し

くは構成員を含む。）が暴力団等又は暴力団に該当するに至ったとき。 

 五 その他本交付要綱本助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令

に違反したとき。 

２ 公社は、前項の決定に当たっては、あらかじめ都の承認を受けるものとする。 

３ 第１項の規定は、第８条第１項及び第 18 条に規定する本助成金の額の確定後にお

いても適用するものとする。 

４ 公社は、第１項の規定による取消しをした場合は、速やかに当該被交付者に通知す

るものとする。 

５ 公社は、第１項の規定による取消しをした場合は、被交付者による当該助成事業と

同一の内容（軽微な範囲での計画変更を行った場合を含む。）の再申請は認めないも

のとする。 

６ 本事業が終了したときは、第１項及び第４項中「公社」とあるのは「都」と読み替

えて、当該各項の規定を適用する。 

 

（本助成金の返還） 

第 22 条 公社は、被交付者に対し、第 12 条第１項又は前条第１項の規定による取消し

を行った場合において、既に交付を行った本助成金があるときは、当該被交付者に対

し、期限を付して当該本助成金の全部又は一部の返還を請求するものとする。 

２ 被交付者は、前項の規定により本助成金の返還の請求を受けたときは、公社が指定
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する期日までに、当該本助成金を公社に返還しなければならない。 

３ 被交付者は、前項の規定により本助成金を返還したときは、公社に対し、助成金返

還報告書（第 15 号様式）を提出しなければならない。 

４ 前項の規定は、次条第１項の規定による違約加算金及び第 24 条第１項の規定によ

る延滞金を請求した場合について準用する。 

４の２ 公社は、第 21 条第１項の規定に基づき、事業関係者に起因する取消しを行った

場合において、既に被交付者に対し、交付を行った本助成金があるときは、当該助成

金について、事業関係者に対し、第１項から前項までを準用するものとする。 

５ 本事業が終了したときは、第１項から前項までの規定中「公社」とあるのは「都」

と読み替えて、当該各項の規定を適用する。 

 

（違約加算金） 

第 23 条 公社は、第 21 条第１項の規定による取消しを行った場合において、被交付者

又は事業関係者に対し、前条第１項及び第４項の２の規定により返還請求を行ったと

きは、当該被交付者又は当該事業関係者に対し、本助成金の受領の日から納付の日ま

での日数（公社の事務処理に係る期間として公社が認める日数を除く。）に応じ、返

還すべき額につき年 10.95 パーセントの割合を乗じて計算した違約加算金を請求する

ものとする。 

２ 被交付者又は事業関係者は、前項の規定による違約加算金の請求を受けたときは、

これを公社に納付しなければならない。 

３ 本事業が終了したときは、前２項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該

各項の規定を適用する。 

 

（延滞金） 

第 24 条 公社は、被交付者又は事業関係者に対し、第 22 条第１項及び第４項の２の規

定により本助成金の返還を請求した場合であって、当該被交付者が、公社が指定する

期限までに当該返還金額（違約加算金がある場合には当該違約加算金を含む。）を納

付しなかったときは、当該被交付者又は当該事業関係者に対し、納付期限の翌日から

納付の日までの日数に応じ、未納付の額につき年 10.95 パーセントの割合を乗じて計

算した延滞金を請求するものとする。 

２ 被交付者又は事業関係者は、前項の規定による延滞金の請求を受けたときは、これ

を公社に納付しなければならない。 

３ 本事業が終了したときは、前２項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該

各項の規定を適用する。 

 

（他の助成金等の一時停止等） 

第 25 条 公社は、被交付者又は事業関係者に対し、本助成金の返還を請求し、当該被交

付者又は当該事業関係者が当該助成金、違約加算金若しくは延滞金の全部又は一部を

納付しない場合において、同種の事務又は事業について交付すべき助成金その他の給
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付金があるときは、相当の限度においてその交付を一部停止し、又は当該給付金と未

納付額とを相殺するものとする。 

２ 本事業が終了したときは、前項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該各

項の規定を適用する。 

 

（処分の制限） 

第 26 条 被交付者は、助成事業により取得し、整備し又は効用の増加した財産（以下

「取得財産等」という。）の管理及び処分（本助成金の交付の目的以外に使用し、他

の者に貸し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、債務の担保の用に供し、又は

廃棄することをいう。以下同じ。）に関して、次の事項を守らなければならない。 

一 取得財産等については、別表第６に掲げる処分制限期間において、善良な管理者

の注意をもって管理し、本助成金の交付の目的に従って、その効率的な運用を図る

こと。 

二 被交付者は、処分制限期間内に、取得財産等の処分をしようとする場合は、あら

かじめ取得財産等処分承認申請書（第 16 号様式）により公社の承認を受けること。 

２ 公社は、前項第二号の承認をしようとする場合は、被交付者に対し、助成金等交付

財産の財産処分承認基準（平成 26 年４月１日付都環公総地第６号）第３ ２に定める

方法により算出した額（以下「算出金」という。）を取得財産等の処分に係る返還額

通知書（第 17 号様式）により請求するものとする。ただし、別表第７に掲げるものに

あっては、この限りではない。 

３ 被交付者は、前項の規定により算出金の請求を受けたときは、これを公社に納付し

なければならない。 

４ 公社は、第２項に規定する別表第７に掲げるものに該当すると認められ、処分を承

認したとき又は前項の規定により、被交付者から算出金が納付され、処分を承認した

ときは、速やかに取得財産等処分承認通知書（第 18 号様式）により、当該被交付者に

通知するものとする。 

５ 本事業が終了したときは、前４項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該

各項の規定を適用する。 

 

（助成事業の経理） 

第 27 条 被交付者は、助成事業の経理について、その収支を明確にした証拠の書類を整

備しなければならない。 

２ 被交付者は、前項の書類について、第８条第１項の規定により公社が本助成金の交

付決定をした日の属する公社の会計年度の終了の日から前条第１項第一号に定める処

分制限期間を超過するまでの期間保存しておかなければならない。 

 

（調査等） 

第 28 条 公社は、本事業の適切な遂行を確保するため必要があると認めるときは、被交

付者に対し、調査等を行うことができる。 



 - 12 - 

２ 被交付者は、前項の規定による報告の徴収、事業所等への立入り及び物件の調査に

応じなければならず、関係者への質問を妨げてはならない。 

３ 公社は、第１項及び前項の規定について、事業関係者に対し準用するものとし、当

該事業関係者においては、第９条第五号に基づき協力を行うこと。なお、必要な協力

が得られないと公社が判断した場合は、第 21 条第 1 項第三号に該当するものとして

取扱う。 

４ 本事業が終了したときは、第１項及び第３項中「公社」とあるのは「都」と読み替

えて、当該各項の規定を適用する。 

 

（個人情報等の取扱い） 

第 29 条 公社は、本事業の実施に関して知り得た交付申請者及び被交付者（法人の場合

はその他役員・従業者等を含む。）に係る個人情報及び申請書類等に記載された事業

者情報、申請内容、交付・実績に関する情報（以下、「個人情報等」という。）につ

いては、都の施策目標及び本事業の目的を達成するために都に提供するほか、必要な

範囲において、次に掲げる事項にのみ使用する。 

一 本事業における助成金の審査、交付決定、交付及び事業の適正な執行 

二 公社が実施する他の助成金事業における審査、交付及び適正な執行、重複申請・

重複受給の確認、不正受給の防止並びに制度改善のための照合 

三 国、地方公共団体等が行う同種の補助金事業における重複受給の確認 

四 助成金制度に関する統計分析、及びその結果を活用した制度改善並びに新規事業

の企画 

五 都への事業報告及び都が実施する環境・産業・エネルギーの各施策への活用 

六 都及び公社が実施する各種事業、助成金、イベント等の情報提供 

２ 公社は、個人情報の取扱いに関し、「個人情報の保護に関する規程」及び「プライ

バシーポリシー（個人情報保護方針）」に基づき、適切に管理するものとする。 

３ 交付申請者は、交付申請に当たり、第１項及び前項に定める個人情報の取扱いにつ

いて、交付申請時に提出する誓約書（第２号様式）により同意するものとする。 

４ 本条に定めのない事項については、公社が定める「個人情報の保護に関する規程」

及び「プライバシーポリシー（個人情報保護方針）」に従うものとする。 

５ 公社は、本人の同意がある場合、法令等に定めがある場合、その他公社の「個人情

報の保護に関する規程」に基づき認められる場合を除き、本事業の実施に関して知り

得た個人情報等を第三者に提供し、又は本人以外の者から収集しない。 

 

（不正手続等に対する措置） 

第 30 条 公社は、交付申請者、被交付者、又は事業関係者（以下「交付申請者等」と

いう。）が、偽りその他不正の手段により本助成金の交付に関する手続若しくは当該

申請に係る施工を行った場合又はその他法令の規定に違反する行為を行った場合に

は、当該交付申請者等に対し、次の措置を講じることができるものとする。この場合

において、交付申請者等から業務を受託した者が不正手続等を行ったときは、当該交
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付申請者等が当該業務を受託した者と共に不正手続等を行ったものとみなして本条を

適用することができる。 

一 第８条第２項の規定による本助成金の不交付の決定、第 21 条第１項の規定によ

る交付決定の取消し、第 22 条第１項の規定による本助成金の返還の請求、第 23 条

第 1項の規定による違約加算金の納付の請求及び第 24 条第１項の規定による延滞

金の納付の請求 

二 公社が都の補助金の交付を受けて行う助成金等交付事業その他実施する事務又は

事業において、一定の期間、助成対象者、手続代行者又は施工業者等の対象としな

いこと。 

三 交付申請者等の氏名又は名称及び不正手続等の内容を公表すること。 

２ 公社は、事業関係者が第 21 条第１項第三号又は第五号に該当する場合においても、

当該事業関係者に対し、前項の措置を講じることができる。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第 31 条 次の各号に掲げる本事業に係る手続きについて、 

公社が指定する電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。  

一 第７条第１項の規定に基づく本助成金の交付申請 

二 第 17 条第１項の規定に基づく実績報告 

 

（その他必要な事項） 

第 32 条 この要綱に定めるもののほか、本事業の円滑かつ適正な運営を行うため必要

な事項は、公社が別に定める。 
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附 則（令和５年６月 28 日付５都環公地温第 1299 号） 

この要綱は、令和５年６月 30 日から施行する。 

附 則（令和６年６月 20 日付６都環公地温第 1687 号） 

１ この要綱は、令和６年６月 28 日から施行する。 

２ 令和５年度までに申請を行った助成事業については、なお従前の例による。 

附 則（令和６年 10 月 23 日付６都環公地温第 3870 号） 

この要綱は、令和６年 10 月 23 日から施行する。 

附 則（令和７年６月 26 日付７都環公地温第 2384 号） 

１ この要綱は、令和７年６月 27 日から施行する。 

２ 令和６年度までに申請を行った助成事業については、なお従前の例による。 

附 則（令和８年６月15日付８都環公地温第2123号） 

１ この要綱は、令和８年６月26日から施行する。 

２ 令和７年度までに申請を行った助成事業については、なお従前の例による。ただし

以下の条項については、この要綱の施行の日以後に行う手続き及びこれに関連する事

項について適用する。 

ア 第３条第３項

イ 第５条第３項

ウ 第７条第９項から第 12 項まで

エ 第 21 条第１項及び第 6 項

オ 第 22 条第 4 項の２及び第５項

カ 第 23 条第１項から第３項まで

キ 第 24 条第１項から第３項まで

ク 第 25 条第１項及び第２項

ケ 第 29 条

コ 第 30 条
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別表第１ 助成対象設備を導入する建物等の種別ごとの申請要件（第４条関係） 

建物の種別 交付申請要件 

【公共用充電】 

商業施設 

宿泊施設 

観光施設 

遊戯施設 

公共施設 

駐車施設等 

次の要件をすべて満たすこと 

① 充電設備を設置する駐車場の所在地が都内であること。 

② 充電設備を設置する駐車場が公道に面した入口から誰もが自由に出

入りできる場所であること。 

③ 充電設備の利用者を限定せず、他のサービスの利用又は物品の購入

等を充電設備の利用条件としていないこと。（ただし、駐車料金等公社

が特に認める料金の徴収は可とする。） 

④ 充電場所を示す案内板を当該施設若しくは当該駐車場の入り口に設

置し、車道の上下線から視認できるようにすること。 

 ※ただし、当該入り口では不特定多数の通行者からの視認が困難であ

ると公社が判断した場合、公社が認める位置に設置すること。 

【非公共用充電】 

集合住宅 

次の要件をすべて満たすこと 

① 充電設備を設置する駐車場の所在地が都内であること。 

② 設置場所が集合住宅等であることを証する書類の提出が可能なこと。 

③ 充電設備は、当該集合住宅の居住者又は当該駐車場の契約者が専

ら利用するものであること。 

④ 分譲マンションの場合は、充電設備の設置が「住民総会」等で決議さ

れている又は理事会での合意がされていること。 

【非公共用充電】 

月極駐車場 

次の要件をすべて満たすこと 

① 充電設備を設置する駐車場の所在地が都内であること。 

② 設置場所が月極駐車場であることを証する書類の提出が可能なこと。 

③ 充電設備は当該月極駐車場の契約者が利用すること。ただし、月極

駐車場を契約していることで使用が可能になる共有区域に設置される

充電設備については、この限りではない。 

【非公共用充電】 

事務所等 

次の要件をすべて満たすこと 

① 充電設備を設置する駐車場の所在地が都内であること。 

② 設置場所が事務所等の敷地内であることを証する書類の提出が可能

なこと。 
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別表第２ 事前申請に必要な提出書類（第７条関係） 

№ 提出書類 
法
人 

個
人 

法
人
格
䧸
䧴
䧐 

管
理
組
合 

区
市
町
村 

個
人
事
業
主 

1 申請書類チェックリスト ○ ○ ○ 〇 ○ 

２ 

現在事項全部証明書 ○     

身分証  ○   ○ 

総会の議事録等  

※分譲マンションの場合 
  ○   

３  

住民総会での決議又は理事会での合意を証す

る書類  

※分譲マンションの場合 

○ ○ ○   

４ 見積書（内訳書を含む。） ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

５ 要部写真 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

６ 設置場所見取り図 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

７ 平面図 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

８ 電気系統図 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

９ 配線ルート図 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

10 

設備の仕様内容がわかるもの  

※受変電設備及び遠隔制御用エネルギーマネ

ジメント設備、通信機能付き充電設備、機械式駐

車場パレット更新の場合 

○ ○ ○ ○ ○ 

11 

リース使用・賃借者の本人確認書類 

法人：現在事項全部証明書 

個人・個人事業主：身分証明書 

法人格のない管理組合：代表者選任の総会議事

録等 ※リース契約等の場合 

○ ○ ○ ○ ○ 

12 
利益等排除に係る経費の算定根拠 ※該当する

場合 
○ ○ ○  ○ 

13 
月極駐車場の貸借契約書等 

※該当する場合 
○ ○ ○  ○ 

14 
時間貸し駐車場であることを証する表示等 

※該当する場合 
○ ○ ○ ○ ○ 

15 

充電設備の設置及び運用方法について安全対

策が取られていることを証する書類 

※機械式駐車場に設置する場合 

〇 〇 〇 〇 〇 
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16 
事業関係者の名称（法人にあってはその名称）、

当該事業の関係部署、担当者及び連絡先 
〇 〇 〇 〇 〇 

17 申請書類に関する電子データ ○ ○ ○ ○ ○ 

18 その他公社が必要と認める書類 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ 

◇  公社より求められた場合は提出すること。 

※注 事前申請の場合、国補助金の要求する記載内容に準拠すること。 

 

 

別表第３ 事後申請に必要な提出書類（第７条関係） 

№ 提出書類 
法
人 

個
人 

法
人
格
䧸
䧴
䧐 

管
理
組
合 

区
市
町
村 

個
人
事
業
主 

1 申請書類チェックリスト ○ ○ ○ ○ ○ 

２ 

現在事項全部証明書 ○     

身分証  ○   ○ 

総会の議事録等 ※分譲マンションの場合   ○   

３ 
集合住宅住民による充電設備設置合意を証する

議事録 

  ○   

４ 発注書 ○ ○ ○ ○ ○ 

５ 完成設置場所見取り図※注 △ △ △ △ △ 

６ 完成平面図 ※注 △ △ △ △ △ 

７ 完成電気系統図 ※注 △ △ △ △ △ 

８ 完成配線ルート図 ※注 △ △ △ △ △ 

９ 銘板写真 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

10 工事写真 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

11  請求書（内訳書含む） ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

12  領収書 ※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

13 金融機関発行の支払（振込）を証する書類 〇 〇 〇 〇 〇 

14  助成対象設備の保証書※注 ○ ○ ○ ○ ○ 

15 

設備の仕様内容がわかるもの 

※受変電設備及び遠隔制御用エネルギーマネ

ジメント設備、通信機能付き充電設備、機械式駐

車場パレット更新の場合 

〇 〇 〇 〇 〇 

16  

リース契約書及びリース計算書等 

※リース契約等の場合 
○ ○ ○ ○ ○ 

17 リース使用・賃借者の本人確認書類 ○ ○ ○ ○ ○ 
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法人：現在事項全部証明書 

個人・個人事業主：身分証明書 

法人格のない管理組合：代表者選任の総会議事

録等※リース契約等の場合 

18 
利益等排除に係る経費の算定根拠 

※該当する場合 
○ ○ ○  ○ 

19 国補助金の交付決定通知書 ※該当する場合 ○ ○ ○ ○ ○ 

20  国補助金の額確定通知書 ※該当する場合 ○ ○ ○ ○ ○ 

21 助成金振込口座確認資料 〇 〇 〇 〇 〇 

22 月極駐車場の貸借契約書等 ※該当する場合 ○ ○ ○  ○ 

23 
時間貸し駐車場であることを証する表示等 

※該当する場合 
○ ○ ○ ○ ○ 

24 

充電設備の設置及び運用方法について安全対

策が取られていることを証する書類 

※機械式駐車場に設置する場合 

〇 〇 〇 〇 〇 

25 
事業関係者の名称（法人にあってはその名称）、

当該事業の関係部署、担当者名及び連絡先 
〇 〇 〇 〇 〇 

26 申請書類に関する電子データ ○ ○ ○ ○ ○ 

27  その他公社が必要と認める書類 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ 

△  工事費を申請しない場合は提出不要 

◇  公社より求められた場合は提出すること。 

※注 事後申請の場合（国補助金を受ける場合）は、国補助金提出書類を使用したうえで、公

社の助成対象範囲・提出書類の指示に合わせて追加・修正を加えること。 

 

 

別表第４ 実績報告時に必要な提出書類（第 17 条関係） 

№ 提出書類   

１ 申請書類チェックリスト ○ 

２ 発注書 ○ 

３ 完成設置場所見取り図※注 ○ 

４ 完成平面図 ※注 ○ 

５ 完成電気系統図 ※注 ○ 

６ 完成配線ルート図 ※注 ○ 

７ 銘板写真 ※注 ○ 

８ 工事写真 ※注 ○ 

９ 請求書（内訳書含む） ※注 ○ 

10 領収書 ※注 ○ 
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11 金融機関発行の支払（振込）を証する書類 〇 

12 助成対象設備の保証書※注 ○ 

13 助成金振込口座確認資料 〇 

14 
リース契約書（リース会社申請者とリース使用者賃借人がわかるもの。） 

及びリース計算書 ※リース契約等の場合 
○ 

15 利益等排除に係る経費の算定根拠 ※該当する場合 ○ 

16 
充電設備の設置及び運用方法について安全対策が取られていることを

証する書類 ※機械式駐車場に設置する場合 
〇 

17 

事業関係者に変更があった場合はその変更後の事業関係者の名称（法

人にあってはその名称）、当該事業の関係部署、及び連絡先 

（交付申請時から変更がない場合は提出不要） 

〇 

16 申請書類に関する電子データ ○ 

16 その他公社が必要と認める書類 ◇ 

◇  公社より求められた場合は提出すること。 

※注 国補助金（充電設備）の要求する記載内容に準拠すること。 

 

 

別表第５ 充電設備の設置報告（第 20 条関係） 

№ 提出書類   

１ 充電設備を設置したことが分かる写真 ○ 

２ 充電設備の保証書（出荷証明書等でも可） ○ 

 

 

別表第６ 処分制限期間（第 26 条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取得財産等 処分制限期間 

充電設備及び付帯設備 ５年  

機械式駐車場のパレット ５年 
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別表第７ 処分の制限（第 26 条第２項関係） 

次に掲げる処分に該当するもの（被交付者（譲渡の場合にあっては、譲受人）が取得財産等に

ついて処分制限期間中に新たな財産処分を行う場合は、あらかじめ財産処分に係る公社の承

認を譲受人自身が得ることについて合意がある場合に限る。） 

 

１ 集合住宅等に助成対象設備が設置された場合における、当該集合住宅等の譲渡と併せて

行われる当該助成対象設備の譲渡 

２ 被交付者が所有していない土地に助成対象設備が設置される場合において、当該土地所

有者の意向による土地の利用用途の変更に伴う当該助成対象設備の処分であって、処分

後も引き続き当該助成対象設備が本事業の目的の達成を図るために利用されるものとして

公社が認めるもの 

３ 取得財産等を本助成金の交付決定を受けた使用用途以外に使用する場合において、処

分後も引き続き当該助成対象設備が本事業の目的の達成を図るために利用されるものとし

て公社が認めるもの 

４ その他公社が充電設備の普及の促進に特に必要と認める処分 

 


